平成　　年　　月　　日

認定研修に関するチェックリスト
このチェックリストは、認定研修申請書が正しく作成されるよう、まとめたものです。
認定研修申請書に添付してご提出くださるようお願いいたします。
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１．【要件等】　認定研修となるために次の要件等を満たしていますか。
	№
	確認事項
	確認

	(１)
	研修実施予定日の前々月の15日までに申請書を提出しますか。
	□

	(２)
	研修実施団体（次の①又は②に該当しますか。）

	①
	大学、公的機関又は税務関連学会（以下「大学等」という。）ですか。
	□

	②
	大学等以外の民間の企業又は団体等（以下「民間団体」という。）で、営利が目的でなく、民間団体の事業に直接利益をもたらす虞はありませんか。
	□

	(４)
	研修の科目は次の①～⑤に該当しますか。（一般納税者や経理担当者を主な受講対象とする研修は該当しません。）

	①
	税理士法その他職業倫理に関するものですか。
	□

	②
	租税法及び会計に関するものですか。
	□

	③
	公益的業務に関するものですか。
	□

	④
	情報処理に関するものですか。 
	□

	⑤
	法律、経済、経営その他税理士の業務の改善進歩及び資質の向上に役立つと認められるものですか。
	□

	(５)
	本会の税理士会員を広く対象としており、全会員に、早期かつ確実に周知しますか。
	□

	(６)
	研修実施会場が原則として、本会の区域内に所在していますか。　
	□

	(７)
	受講予定の本会税理士会員の数が、２０人以上ですか。
	□

	(８)
	研修会の案内に、その団体の会員募集や広告宣伝などの掲載はないですか。　
	□


	(９)
	税理士会員の負担について　


	①
	受講料などの負担額に関する記載がありますか。
	□

	②
	団体の会員と非会員との負担額の差が３倍以内ですか。
	□

	③
	負担額は１時間当たり、5,000円（税抜）１日６時間当たり3万円（税抜）以内ですか。
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資料代・食事代を含み、講師の著書等を資料とするときはその実費相当額を含みません。
	□


	(10)
	当該研修の講師は、税理士、士業団体所属者、大学教授ほか適当と認められる者ですか。
	□


２、【添付書類】次の書類を添付していますか。 

	(１)
	当該研修会の案内文
	□

	(２)
	その案内文に、本会の認定である旨の記載がありますか。
	□


